
          第  １６  期   （平 成 １６ 年 度）

東京都港区西新橋二丁目１５番１２号

日立キャピタルオートリース株式会社

代表取締役社長　　　杉本　信雄

１．貸借対照表（平成１７年３月３１日 現在） （単位 千円：未満切捨て）

勘    定    科    目        金                 額 勘    定    科    目        金                 額

【  資  産  の  部  】 【  負  債  の  部  】

流   動   資   産 ７７，４７５，２７８ 流   動   負   債 １３２，９３７，４１９

   現金及び預金 ２，６３５，５９１    支  払  手  形 １３２，１５５

   受  取  手  形 －    買    掛    金 ３８，７２４，２１３

   売    掛    金 ３３，６９６，２３３    短 期 借 入 金 ３０，０００，０００

   未 収 リ ー ス ２，５１０，８４５    短期債権譲渡債務 ６，８６６，４００

   前  払  費  用 ３，２５８，８５５    一年内に返済予定の長期債権譲渡債務 ３，４０９，８００

   未  収  入  金 ３２，６６７，３４９    未    払    金 ４１，００４，０９１

   繰延税金資産 ４，１４７，２６６    未払法人税等 ５９４，３２４

   その他流動資産 ５９，１３５    未  払  費  用 ４，９６５，１９６

   貸 倒 引 当 金 △１，５００，０００    前    受    金 ３，７６３，２５０

   預     り    金 ２０７，９８７

   ローン保証引当金 ３，２７０，０００

固   定   負   債 １８，４１４，６７６

   長期借入金 ２，０００，０００

   長期債権譲渡債務 １５，２８１，３５９

   退職給付引当金 ９８１，６９１

　 役員退職慰労引当金 ２２，９３０

   受 入 保 証 金 １２８，６９５

負   債   合   計 １５１，３５２，０９６

【  資  本  の  部   】

資     本     金 ３００，０００

資　本　剰　余　金 ５，３４５，１１６

　資 本 準 備 金 ５，３４５，１１６

利　益　剰　余　金 ２，７１６，７５０

　利 益 準 備 金 ２５，０００

  任 意 積 立 金 １，８００，０００

　　別 途 積 立 金 １，８００，０００

　当 期 未 処 分 利 益 ８９１，７５０

株式等評価差額金 ５８，８９６

自　己　株　式 －

資   本   合   計 ８，４２０，７６３

資   産   合   計 １５９，７７２，８５９ 負債 ・資本合計 １５９，７７２，８５９

（注） １．有形固定資産の減価償却累計額 ５３，３８３，８６９　千円

      　　　なお、貸与資産の取得価額から国庫補助金による圧縮記帳額　５９，６８４千円が控除

　　　　　　されております。

　　　　　　当年度における国庫補助金による圧縮記帳額は、２１，９５５千円であります。

        ２．貸与資産の一部については、割賦払いの方法で購入しているため所有権が売主に留保

        　　されており、その代金未払額は３２，６０４，８７７千円であります。

        ３．親会社に対する短期金銭債権 ３２，１８４，１１０　千円

        ４．親会社に対する短期金銭債務 ７２，４０１，３３５　千円

        ５．保証債務 ３４０，４１７，１４８　千円

        ６．商法施行規則第１２４条第３号に規定する時価を付したことにより増加した貸借対照表上の

        　　純資産額は５８，８９６千円であります。

固   定   資   産

  有形固定資産

    貸  与  資  産

    建            物

    車 輌 運 搬 具

    器  具  備  品

  無形固定資産

    ソフトウェア

    電 話 加 入 権

  投資その他の資産

    投資有価証券

    出   資   金

    長期貸付金

    長期前払費用

    預   託   金

    差入敷金保証金

    繰延税金資産

    そ　の　他

８２，２９７，５８１

７６，１３２，５４９

７６，１００，７５３

２４，７３４

６７４

６，３８７

９３，１８６

９３，１８５

０

６，０７１，８４５

１２３，９００

２０

１２，１６６

５，０６８，３２４

１１６，１３４

１３２，５５０

１２５，１０３

４９３，６４６



２．損益計算書（自 平成１６年４月１日  至 平成１７年３月３１日）    （単位 千円：未満切捨て）

勘     定     科     目 金                                   額

（ 経  常  損  益  の  部 ）

    営  業  損  益  の  部

       売        上       高

       　　リ ー ス 売 上 高 ３５，８４２，２２５

       　　ロ ー ン 売 上 高 ７，９８６，５８３

       　  そ の 他 売 上 高 １，６１８，４１６ ４５，４４７，２２５

       売    上    原    価

       　　リ ー ス 売 上 原 価 ３１，８７２，４６８

       　　ロ ー ン 売 上 原 価 １，３１６，４０２

       　　そ の 他 売 上 原 価 ７５８，８７１

       　　資　金　原　価 ３９８，９８６ ３４，３４６，７２９

       売  上  総  利  益 １１，１００，４９６

       販売費及び一般管理費 ９，６２１，８８０

    営     業     利     益 １，４７８，６１５

    営 業 外 損 益 の 部

       営  業  外  収  益

          受取利息・配当金 ６０１

          雑      収      益 ９６，４５８ ９７，０５９

       営  業  外  費  用

          支   払   利   息 ６，１３６

          雑      損      失 １８７，９８９ １９４，１２５

    経     常     利     益 １，３８１，５４９

（ 特  別  損  益  の  部 ）

       特    別    利    益 －

       特    別    損    失 －

    税 引 前 当 期 純 利 益 １，３８１，５４９

    法人税、住民税及び事業税 １，８５９，２５０

    法 人 税 等 調 整 額 △１，２４７，２０４

    当     期    純   利     益 ７６９，５０２

    前  期  繰  越  利  益 １９０，６４７

    中  間  配  当  額 ６８，４００

    当 期 未 処 分 利 益 ８９１，７５０

（注）　１．親会社に対する売上高 １，０７３，１４４ 千円

         ２．親会社からの仕入高 ５５０，４９１ 千円

         ３．親会社とのその他の営業取引高 ８８２，９０６ 千円

         ４．親会社との営業取引以外の取引高 １，７８７ 千円

       　５．１株当たり当期純利益 １２５，７５０円４８ 銭



（重要な会計方針）

        １．有価証券の評価基準及び評価方法

             　その他の有価証券

             　　時価のあるもの・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法）

             　　　　　　　　　　　　　　によっております。

             　　時価のないもの・・・移動平均法による原価法によっております。

        ２．有形固定資産の減価償却の方法は、貸与資産についてはリース期間を耐用年数とする定額法、

             その他の有形固定資産は定率法によっております。

             なお、貸与資産の処分損失に備えるため減価償却費を追加計上しており、当期末残高は

             ３６６，３９７千円であります。

        ３．無形固定資産の減価償却の方法は、定額法によっております。なお、ソフトウェアについては、

    　　　  社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

        ４．貸倒引当金は、営業債権を個々の回収実績に応じて、正常先債権、要注意先債権、破綻懸念先

             債権、実質破綻先債権、破綻先債権の５区分に分類し、それぞれ次のとおり回収不能見込額を

             計上しております。

             　正常先債権・・・過去の貸倒実績率を適用して算出した回収不能見込額に、回収期間等事業

　　　　　　　　　　　　　　 　 　特性を考慮した額を計上しております。

             　要注意先債権・・・各債権の状況に応じてその１０％～５０％を計上しております。

             　破綻懸念先債権・・・その全額を計上しております。

             　実質破綻先債権および破綻先債権・・・その全額を貸倒損失として費用処理しておりますので、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 貸倒引当金としての計上はありません。

        ５．ローン保証引当金は、ローン保証債務に対し貸倒引当金と同等の基準で回収不能見込額を計上

             しております。

        ６．退職給付引当金は、従業員の退職金支給に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務

             及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。

      　７．役員の退職慰労引当金については、内規に基づきその全額を計上しております。

　　　　　　なお、当該引当金は商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。

　　 　 ８．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

　　　　  　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　　 　 ９．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

　 　 １０．収益及び費用の計上基準は、リースは期間経過基準、提携ローン販売は販売基準によっております。

（表示方法の変更）

        前期において売上高および売上原価の「その他」に含めておりました「ローン売上高」および「ローン売上

       原価」 は、日立キャピタル株式会社より自動車ファイナンス事業を承継したことにより、金額の重要性が

       増加したため当期より区分掲記しております。なお、前期の「その他」に含めておりました「ローン売上高」

       は３４７，４１１千円、「ローン売上原価」は２２，３８３千円であります。

（追加情報）

　　　（自動車ファイナンス事業の承継）

　　　　平成１６年４月１日を分割期日として、全国に展開していたオート支店の営業エリアを対象とする自動車

　　　　ファイナンス事業を、当社の親会社である日立キャピタル株式会社より分割承継いたしました。

   　　 また、平成１６年８月１日および平成１７年２月１日を譲渡期日として、同事業に係る資産、負債および

    　  保証債務を承継いたしました。

        承継した資産、負債、保証債務の合計額は、以下の通りであります。

    　  資　　産　　　５４，５４０，６１１ 千円

    　  負　　債　　　３６，７０１，６８５ 千円

    　  保証債務　５６８，８８９，４１３ 千円
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